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皆様に『平成 29 年度國學院大學 FD 推進助成事業（甲・乙）成果報告書』をお届けします。今回の

報告書では、昨年度の巻頭言で申し上げましたように、学部単位で取り組む「学部 FD 推進事業」

（甲）に加えて、学部学科を超えた有志教員による取り組みである「グループ FD 推進事業」（乙）に

ついても掲載しております。「グループ FD 推進事業」は、教育と学修の成果向上を目的とした以下の

いずれかに該当するプロジェクト、（1）カリキュラムの改善又は体系化、（2）教育を行う組織及び学

修環境の整備、（3）教員の教育力開発、（4）授業の内容や方法の工夫改善、といった 4 点に関して、

兼任講師（非常勤講師）や職員をプロジェクトメンバーに加えることも可能とするプロジェクトとな

っています。平成 29 年度は、「学部 FD 推進事業」が 5 件、「グループ FD 推進事業」が 3 件と、合計

8 件の FD プロジェクトが実施されたことになります。

その成果の共有を目的に実施される平成 29 年度成果報告会は、平成 30 年 2 月 21 日に実施されま

した。前年度との大きな変更点は 2 点です。1 点目は、「学部 FD 推進事業」の他に「グループ FD 推

進事業」の成果共有も行った点、2 点目は、そのために「学部 FD 推進事業」と「グループ FD 推進事

業」とを同時並行で分割して実施する部会形式とした点です。前年度の反省を踏まえ、1 件あたりの発

表時間も短く設定しており、その点にも不安はありました。しかしながら幸いにも昨年度よりも多く

の教職員が参加する結果となり、議論や意見交換も活発に行われ、教育開発推進機構が主催する FD

推進助成事業が少しずつではあるものの、全学で共有される体制が整いだしたのではないかと思って

います。

とはいえ本学の FD の実質化がまだ道半ばであることは、誰の目にも明らかです。成果報告会参加

者によるアンケートによれば、成果報告会の日程や全学周知の方法、また部会形式での実施に関して

建設的な意見をいただきました。他方で、「素晴らしい取り組みであるから、一人でも多くの教職員が

参加することを望む」といった回答も数多くいただきました。教育開発推進機構としては、こうした

意見に応えるためにも、より多くの教職員が成果報告会に参加できるように努めたいと思います。そ

してゆっくりではあっても着実に本学に FD の文化を醸成できるよう、励んでいきたいと考えていま

す。 
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はじめに 

本報告書は、平成 30 年 2 月 21 日に開催された「平成 29 年度「FD 推進助成事業（甲・乙）」成果

報告会」における開催記録をその主たる内容とする。

前年度同様、はじめに助成を受けた 5 つの学部と 3 つのグループが申請にあたって提出した「申請

書」、次いで事業が始まり半期を概ね過ぎた時点で提出された「中間報告書」、最後に事業年度を終え

て提出された「事業報告書」と、それに基づいて行われた成果報告会席上で使用された配付資料やス

ライド（パワーポイント）等を公開し得る範囲でとりまとめたものである。従って、本書に掲げた資

料等が当日の全てという訳ではないことを、まずはご理解頂きたい。

ところで、平成 29 年度からは、本事業に対して大きな改変がなされている。 
すなわち、平成 14 年度に開始され、その間教務部が所管してきた、学部学科等にとらわれない教

員有志による“教育に係る研究開発”のための支援事業「特色ある教育研究」を本センターへ移管し、

従前の「学部 FD 推進事業」と発展的に統合した「FD 推進助成事業」へと移行したことである。 
その目指すところや経緯については、後出の「審議経過」および昨年度刊行された『平成 28 年度 

学部 FD 推進事業報告書』（平成 29 年 4 月 26 日発行）に詳しいので大方をそちらに譲ることとする

が、これら 2 つの FD 助成を統合した形での平成 29 年度からの運用を目指し、本センターにおいて

従前の「学部 FD 推進事業」及び「特色ある教育研究」の在り方や成果に関する精査や分析を行うと

ともに、それらをもとに制度実施のための規程原案を作成、教育開発センター委員会（以下、「委員会」

と略す）及び教育開発推進機構運営委員会において議論を進めた。

その結果、平成 28 年 12 月 7 日付で「國學院大學FD 推進事業の助成に関する規程」の制定が承認

され、これにより、当初企図した 29 年度からの統合型による実施を可能とした。 
なお、この規程においては、学部単位で実施する従前の学部 FD 推進事業を「甲」（“学部 FD”）、「特

色ある教育研究」の後継型として 2 名以上のグループによって推進する事業を「乙」（“グループ FD”）

とに分別したが、特に、その大きな意義としては、

第 2 条（定義） 
この規程におけるＦＤとは、学士課程における教育及び学修の効果を高めることを目的とし、かつ以

下の各号のいずれかに関わる取組みをいう。

（１）カリキュラムの改善又は体系化

（２）教育を行う組織及び学修環境の整備

（３）教員の教育力開発

（４）授業の内容及び方法の工夫改善

と、ややもすると抽象化・肥大化に陥りがちな“FD”なる概念に対して、本センターなりの定義を、一

定程度明確化し得たことにあろう。

以上の経緯を踏まえ、28 年 10 月及び 11 月に次年度取り組みの募集を開始し、委員会における審

査の結果、最終的に甲として全 5 学部の取り組みが、また、乙として 3 つの教員グループによる取り

組み（応募件数 4 件）の計 8 件が採択され、平成 29 年度 4 月より開始された。 
他方、前年度より「学部FD 推進事業」の推進にあたって義務化した年度末の成果報告会に関して、

制度改変によって取り組み数の増加したことに伴う効率的・実効的な実施策が課題ともなった。本セ
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ンターにおいて対応策を検討した結果、いわゆる学会の研究発表のように、同日同時刻に報告会場を

2 つ以上設けて開催し、出席者が自身の興味関心に基づいて報告会場の出入りを自由にするという「分

科会方式」案を取りまとめて委員会に提議し、議論の末、概ね原案通りの実施が決定された。これに

基づき、最終的に分科会 A（学部 FD）と分科会 B（グループ FD）の 2 会場を設定して報告会が実施

されるに至ったが、この際、分科会 A が 5 組、B が 3 組である点や、取り組みの規模等に鑑み、A に

ついては 1 件あたり報告 15 分と質疑応答 5 分の計 20 分、B は報告 20 分と質疑応答 5 分の計 25 分

との時間設定を行った。以上により、分科会 A では、各学部における取り組みの実務担当者 5 名によ

る報告が、分科会 B では申請者であるグループ代表及びグループメンバーによる報告がなされた。 
個々の報告内容の詳細については、本書に収録した「事業報告書」と配付資料をご覧頂ければと思

うが、各報告ともパワーポイントを利用したり、大部の報告書をまとめたりするなど入念に準備のな

されたものであり、フロアの他学部等の教員や事務局員から質問や意見、アドバイス等が活発になさ

れたことは嬉しいことであった。殊に、29 年度から新たに加わった分科会 B の乙（グループ FD）事

業にあっては、基礎日本語科目、神道教化関連授業、経営学特論など、現在展開中の諸科目における

授業の現場を直接の舞台として、当該科目の教授に携わる教員達による熱心な討議・試行錯誤を踏ま

えた授業法研究や教材開発の取り組みの様子が、その成果・課題とともに報告された。従来の学部規

模の教育改善の取り組みに比して、少人数の教員グループという、より小回りの効く体制で臨んでい

ることもあってか、現場の教員の問題意識や意欲が直接反映された、変化に富む事業展開を垣間見せ

てくれた点で、滑り出しとしては上々であったと言える。今後本事業が、より多くの教員有志による

多様な取り組みへの支援を可能とするよう、体制の整備を進めてゆきたいと感じさせるものがあった。 
その一方で、例えば“学部 FD”については、開催方針を審議した委員会席上や、開催後のアンケート

等で、「開始からすでに 6 年を経過しており、データ収集などを目途とした取り組みにおいては、それ

らをいかに具体的な「改善」へと繋げ展開していくのか」などの声も寄せられており、本事業自体の

今後の方向性や制度運用の面において、継続実施してきたが故の課題があることも浮き彫りとなった。 
最後になるが、本報告会を開催するにあたっての最も重要な目的は、学部や教員グループが個々に

成果を挙げ、教育力の向上がなされていくことは当然ながら、例え学問領域や研究・教育手法、ディ

シプリン等は異なったとしても、実際に教育に従事する教員間で問題意識や各取り組みの成果を共有

し、その長所あるいは短所を見極めて自身（あるいは自分達）の教育改善や開発及び資質・能力向上

に役立ててもらうところにある。そして、取りも直さず、それこそが本センターの目指す“FD”の根幹

と言っても過言ではないのであり、そのためには、多くの教員の参加が望まれるところである。従っ

て、29 年度は前年に増して出席の呼びかけに注力し、その結果、前年度 21 名に比しておよそ倍とな

る 36 名の出席があった。この点は喜ばしいことではあるものの、「21 世紀研究教育計画（第 4 次）」

に掲げる戦略「教職員は、21 世紀研究教育計画を理解し、計画を支えるための能力を向上させるとと

もに、主体的に関わっている」の推進実行にあたっては、本報告会のみならず、なお多くの教員の FD
企画へのコミットメントが求められるところでもある。この点についても、本センターの重要課題の

一つとして、今後もさらなる検討に努めたい。 
 

平成 30 年 9 月 1 日 
教育開発推進機構 教育開発センター 
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平成 29年度「FD推進助成（甲・乙）事業」実施までの経過 
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「学部 FD推進事業」の改定から実施までの審議経過 

年 月日 検討事項 

平成 27 年 7 月 22 日 第 4 回教育開発センター委員会 

• 審議事項「平成 28 年度学部 FD 推進事業に関する件」を審議。

9 月 30 日 第 5 回教育開発センター委員会 

• 審議事項「次年度以降の学部 FD 推進事業に関する件」を審議。各学

部からは事業の実施・継続を求めるとの意見が寄せられ、学部におけ

る FD 助成の継続が承認。

10 月 28 日 第 6 回教育開発センター委員会 

• 審議事項「次年度以降の学部 FD 推進事業に関する件」を審議。前回

承認事項（学部における FD 助成の継続）の確認が行われた。また実

施方針については、PDCA サイクルによる学部 FD を促進するため、

改定案を教育開発推進機構内で作成した上で、次回センター委員会に

諮ることで了承を得た。

11 月 18 日 第 7 回教育開発センター委員会 

• 審議事項「次年度以降の学部 FD 推進事業に関する件」を審議。資料

「平成 28 年度「学部 FD 推進事業」について（案）」により、これま

での検討課題を踏まえ、①申請書の形式の改定、②成果の共有・検証

と学外への情報発信を追加した改善案が提示され、審議の結果、承認。

それを受けて「平成 28 年度以降の「学部 FD 推進事業」のモデル」

を考慮して同事業を実施することも承認。

• 平成 28 年度学部 FD 推進事業の予算執行方式及び申請書式改訂版が

提示され、適宜修正を加えた上で、それに従い実施することが承認。 

12 月 4 日 平成 28 年度「学部 FD 推進事業」の募集を開始（締切平成 28 年 1 月 29

日）

平成 28 年 2 月 10 日 第 8 回教育開発センター委員会 

• 審議事項「平成 28 年度学部 FD 推進事業の審査に関する件」を各学

部から提出された申請書にしたがって審議。審議の結果、申請内容・

申請金額等の修正を行い、申請書を再提出することで事業実施を承

認。

4 月 平成 28 年度「学部 FD 推進事業」の開始 

9 月 28 日 第 5 回教育開発センター委員会 

• 報告事項「平成 28 年度学部 FD 推進事業中間報告について」を報告。
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各学部から提出された中間報告にもとづいて報告され意見交換が行

われた。

10 月 26 日 第 6 回教育開発センター委員会 

• 審議事項「「特色ある教育研究」FD プログラムに関する件」を審議。

本学の FD 推進事業である「学部 FD 推進事業」と「特色ある教育研

究」の今後の在り方を検討。「國學院大學 FD 推進事業」として、「学

部 FD 推進事業」と「特色ある教育研究」を機能的に統合した「國學

院大學 FD 推進事業の助成に関する規程（案）」を提示し、審議。審

議の結果、次回センター委員会で修正を加えた規程案を提示すること

で了承。

10 月 27 日 平成 29 年度「学部 FD 推進事業」の募集を開始（締切平成 29 年 1 月 31

日）

11 月 24 日 平成 29 年度「グループによる FD 推進事業」の募集を開始（締切平成 29

年 1 月 31 日） 

平成 29 年 2 月 8 日 第 7 回教育開発センター委員会 

• 審議事項「平成 29 年度「学部 FD 推進事業」の審査に関する件」を

審議。審議の結果、申請内容・申請金額等の修正を行い、申請書を再

提出することで事業実施を承認。

• 審議事項「平成 29 年度「グループによる FD 推進事業」の審査に関

する件」を審議（本事業は従来の「特色ある教育研究」を発展的に改

定したもの）。それと合わせて、前回センター委員会での議論を踏ま

えて修正した「國學院大學 FD 推進事業の助成に関する規程」を再提

示し、承認。

• 報告事項「平成 28 年度学部 FD 推進事業について」を報告。同事業

の報告書締切を平成 29 年 3 月 3 日（金）までとし、成果報告会を平

成 29 年 3 月 10 日（金）に実施することが決定

3 月 10 日 平成 28 年度「学部 FD 推進事業」成果報告会を開催 

4 月 「國學院大學 FD 推進事業の助成に関する規程」に基づき、 

平成 29 年度「FD 推進助成（甲・乙）事業」の開始 

（甲：学部 FD 推進事業・乙：グループによる FD 推進事業）
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平成 29年度「FD推進助成（甲・乙）事業」採択一覧 

※職名は申請当時のもの

※申請額は申請当初のもの（甲・乙ともに、中間報告段階で減額補正を認める場合あり）

（甲）学部 FD推進事業 採択一覧

項 目 詳 細 

申請学部 文学部

事業名称 カリキュラムおよび授業改善の基本方針検討

申請者 野呂 健 学部長

実務担当者 樋口秀実 教授 → 吉岡 孝 教授（変更）

申請額 600,000円 

申請学部 法学部

事業名称 法学部における新カリキュラム導入に向けた初年次教育の手法の研究

申請者 宮内靖彦 学部長

実務担当者 安田恵美 専任講師

申請額 794,000円 

申請学部 経済学部

事業名称 基礎演習A・BにおけるFA制度を用いた授業改善 
申請者 尾近裕幸 学部長

実務担当者 星野広和 教授

申請額 998,000円 

申請学部 神道文化学部

事業名称 学生に対する効率的なアンケート・学力調査による授業運営・学部運営の改善化

申請者 武田秀章 学部長

実務担当者 遠藤 潤 准教授

申請額 600,000円 

申請学部 人間開発学部

事業名称 「人づくりのプロ」を育てる学部教員の実践的指導力の自己開発

―学校インターンシップの現状と課題の把握―

申請者 新富康央 学部長

実務担当者 神事 努 助教

申請額 450,000円 

＊申請総額3,442,000円 
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（乙）グループによる FD推進事業 採択一覧 

項 目 詳 細 

研究代表者 根岸毅宏 経済学部教授 
事業名称 アクティブラーニング型授業における教員と学生との間の教育成果のギャップの確認お

よびルーブリックの作成 
実施形態 経済学部 
共同研究者 齊藤光弘 経済学部特任教授 
申請額 1,126,200円 
研究代表者 藤本頼生 神道文化学部神道文化学科准教授 
事業名称 神道教化関連授業の改善およびアクティブラーニング化にかかる教材開発授業 
実施形態 神道文化学部神道文化学科 
共同研究者 黒﨑浩行 神道文化学部神道文化学科教授 
申請額 598,060円 
研究代表者 成田信子 人間開発学部初等教育学科教授 
事業名称 学生の基礎日本語力を向上させる授業方法の開発 
実施形態 学部・学科横断型 
共同研究者 鈴木道代 教育開発推進機構特別専任助教 

大津直子 教育開発推進機構特別専任助教 
吉永安里 人間開発学部子ども支援学科准教授 
渡邉雅俊 人間開発学部初等教育学科教授 
藤田大誠 人間開発学部初等教育学科教授 
吉田永弘 文学部日本文学科教授 

申請額 937,600円 

＊申請総額2,661,860円 
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平成 29年度「FD推進助成（甲・乙）事業」申請書（事業概要）一覧 

文学部 

法学部 

経済学部 

神道文化学部 

人間開発学部 

根岸 毅宏 教授 

藤本 頼生 准教授 

成田 信子 教授 
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平成 29年度「FD推進助成（甲・乙）事業」中間報告一覧 

文学部 

法学部 

経済学部 

神道文化学部 

人間開発学部 

根岸 毅宏 教授 

藤本 頼生 准教授 

成田 信子 教授 
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平成29年9月20日（水）
第5回教育開発センター委員会資料（別紙1-1）
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平成29年9月20日（水）
第5回教育開発センター委員会資料（別紙1-3）
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平成29年9月20日（水）
第5回教育開発センター委員会資料（別紙1-4）
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平成29年9月20日（水）
第5回教育開発センター委員会資料（別紙1-5）
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平成29年9月20日（水）
第5回教育開発センター委員会資料（別紙2-1）
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平成29年9月20日（水）
第5回教育開発センター委員会資料（別紙2-2）

39



平成29年9月20日（水）
第5回教育開発センター委員会資料（別紙2-3）

40


	平成29年度 FD推進助成（甲・乙）事業 成果報告書
	巻頭言
	目次
	はじめに
	平成29年度「FD推進助成（甲・乙）事業」実施までの経過
	「学部FD推進事業」の改定から実施までの審議経過
	平成29年度「FD推進助成（甲・乙）事業」採択一覧

	平成29 年度「FD 推進助成（甲・乙）事業」申請書（事業概要）一覧
	（甲）学部FD推進事業　文学部申請書
	（甲）学部FD推進事業　法学部申請書
	（甲）学部FD推進事業　経済学部申請書
	（甲）学部FD推進事業　神道文化学部申請書
	（甲）学部FD推進事業　人間開発学部申請書
	（乙）グループによるFD推進事業　根岸毅宏教授申請書
	（乙）グループによるFD推進事業　藤本頼生准教授申請書
	（乙）グループによるFD推進事業　成田信子教授申請書

	平成29 年度「FD 推進助成（甲・乙）事業」中間報告一覧
	（甲）学部FD推進事業　文学部中間報告書
	（甲）学部FD推進事業　法学部中間報告書
	（甲）学部FD推進事業　経済学部中間報告書
	（甲）学部FD推進事業　神道文化学部中間報告書
	（甲）学部FD推進事業　人間開発学部中間報告書
	（乙）グループによるFD推進事業　根岸毅宏教授中間報告書
	（乙）グループによるFD推進事業　藤本頼生准教授中間報告書
	（乙）グループによるFD推進事業　成田信子教授中間報告書





